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第５ 床面積の算定 

 

１ 消防用設備等の設置に係る床面積の算定は、建基政令第２条第１項第３号及び第 

４号の規定によるほか、次に掲げるものについては、当該各号に定めるところによ 

り取り扱う。 

(1) 防火対象物の一部に危険物施設が存する場合、消防用設備等の要否に係る床面 

積は、当該危険物施設の部分を含んで算定する。 

(2) 令第８条第２号の規定により別棟として取り扱った場合における渡り廊下等の 

床面積については、第１．３による。 

 (3) 地下駅舎の床面積の算定は、次による。 

  ア 改札口内にあっては、軌道部分を除きすべて算入する。 

  イ 改札口外のコンコース等の部分は、すべて算入する。 

 (4) 地上の駅舎の床面積の算定は、次による。 

  ア プラットホームで、屋根を有し、かつ、床としての形態を有している部分は 

すべて算入する。 

  イ 軌道部分については、屋根が設けられている場合であっても算入しない。 

 (5) 地下街に接続する地下道部分については、店舗、事務所その他の施設の各部分 

からの歩行距離20ｍまでの部分を床面積に算入する。ただし、耐火構造の壁又 

は自動閉鎖装置付きの特定防火設備である防火戸で区画されている場合は、当 

該区画されている部分までの範囲を床面積に算入する。（別図５－１） 

 (6) 令第13条の規定の適用の際の床面積の算定は、次による。 

  ア 「自動車の修理又は整備のように供される部分」の床面積は、道路運送車両 

法（昭和26年法律第185号）に規定する道路運送車両（原動機付自転車及び軽車 

両を除く。）（以下「車両」という。）の整備又は修理を行う作業室及びこれに接 

続する油庫、部品庫、工具室並びに整備又は修理のための機械が設けられてい 

る室及び車路（車両進入用の傾斜路、カーリフト等を除く。以下同じ。）の床面 

積の合計とする。 

イ 政令第13条第１項第６欄で定める「発電機、変圧器その他これらに類する電 

気設備」（以下「電気設備」という。）が設置されている部分及び同第７欄で定 

める「鍛造場、ボイラー室、乾燥室その他多量の火気を使用する部分」（以下 

「鍛造場等」という。）の床面積の算定は、次のいずれかによること。 

(ｱ) 不燃材料の壁、床、天井(天井のない場合は、はり及び屋根)又は甲種防火 

戸若しくは乙種防火戸（随時開くことができる自動閉鎖装置付のもの又は随 

時閉鎖することができ、かつ、煙感知器の作動と連動して閉鎖することがで 

きるものに限る。）で区画されている部分に設ける場合は、当該区画された部 
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分とすることができる。 

   (ｲ) 電気設備又は鍛造場等が据え付けられた部分の周囲に水平距離５ｍ（周囲 

に不燃材料の壁（アに定める防火戸を含む。）が存する場合は、当該壁までの 

距離)の線で囲まれた部分の面積（同一の室内に電気設備又は鍛造場等が２箇 

所以上設置されている場合は、その合計面積。）をいうものであること。ただ 

し、隣接した電気設備又は鍛造場等の仮定した部分の床面積が重複する場合、 

重複加算しない。）とするものであること。 

  なお、この場合で、「電気設備が設置されている部分等における消火設備の 

取扱いについて」（昭和51年７月20日付消防予第37号）に規定する電気設備 

（下図において「該当電気設備」という。）及び他の電気設備が１つのユニッ 

ト内に混在してある場合は、それらを含めて１ユニットの周囲に水平距離５ 

ｍの線で囲まれた部分の面積とすること。（下図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ 昇降機塔の機械装置により車両を駐車させる部分と平面駐車させる部分が混 

在する駐車場における床面積は、機械装置により車両を駐車させる部分と平面 

駐車させる部分の床面積を合算する。 

エ 「別表第１に掲げる防火対象物の通信機器室」の床面積は、防火対象物内に 

複数の通信機器室が存する場合であっても１の室で算定する。 

(7) 令第13条第１項、令第21条第１項に規定する「駐車の用に供される部分」、「駐 

車の用に供する部分」及び「自動車駐車場」（以下「駐車の用に供される部分等」 

という。）の床面積の算定は、次による。 

ア 車両を駐車する部分、歩行者用通路（柵その他これに類するものによって区 

画されておらず、車両が進入できるもの）及び車路の床面積の合計とする。 

  イ 機械式駐車装置の場合の床面積の算定は、第４．２の別表中の形態に応じ、 

それぞれ次に定めるところによる。 

   (ｱ) 別表中、１の形態のものは、階（層）ごとに壁（壁のないものにあっては 

手すり等）の中心線で囲まれた部分の水平投影面積を床面積とする。 

   (ｲ) 別表中、２及び３の形態のものは、壁（壁のないものにあっては柱等）の 

中心線で囲まれた部分の水平投影面積を床面積とする。 

５ｍ 

５ｍ 

該当電気設備 

＜下図＞ 
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   (ｳ) 別表中、４の形態のものは、柱及び駐車するパレット等の端部で囲まれた 

部分の水平投影面積を床面積とする。 

  ウ １の階に、駐車の用に供される部分等が２カ所以上に分散して存する場合の 

床面積は、当該部分の床面積を合算する。ただし、駐車の用に供される部分等 

が相互に区画されている場合で、当該区画が規則第13条第２項第１号（イ、ロ 

及びニを除く。）の規定に適合し、かつ、区画間において車両の通行ができない 

場合は、それぞれ区画された部分ごとの床面積により令第13条又は令第21条の 

規定を適用する。（別図５－２） 

  エ 屋上に設けられるものにあっては、アによるほか、パラペット又はネットフ 

ェンスその他これらに類するもので囲まれた部分を床面積とする。 

 (8) 高架下防火対象物のうち、周囲が開放された高架の下を駐車場、倉庫及び販売 

所等（以下「駐車場等」という。）の一定の用途に供するものは、令別表第１に掲 

げる防火対象物として取り扱うものとし、それぞれ次に定めるところによる。 

ア ネットフェンス又は塀等で囲まれた部分のうち高架の水平投影面積を床面積 

とする。（別図５－３） 

  イ ネットフェンス又は塀等以外の囲いで囲まれている場合についても、当該囲 

いをネットフェンス又は塀等とみなして、前アに準じて当該用途に供する部分 

を床面積とする。 

  ウ 隣接する高架下防火対象物に機能的に従属しているものについては、当該駐 

車場等を機能的に従属している部分として取り扱い、防火対象物の用途を判定 

する。なお、この場合の床面積は、隣接する高架下防火対象物と駐車場等の床 

面積を合算する。（別図５－４） 

 (9) 令別表第１に掲げる防火対象物となる機械式駐車装置については、(7).イの規 

定により算定した当該用途に供する部分を床面積とする。 

 (10)機械式駐輪場については、壁（壁のないものにあっては柱等）の中心線で囲ま 

れた部分の水平投影面積を床面積とする。 

 (11)観覧場で、屋外の客席部分については、床面積に算入しない。 

２ 第４の規定により階数に算入しない部分については、床面積についても算定の対 

象にしない。 
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＜別図５－１＞ 

 

 

 

＜別図５－２＞ 
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＜別図５－３＞ 

 
 

 

＜別図５－４＞ 

 


